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令和3年6月ポストコロナ経済対策特別委員会資料

本市の生活困窮世帯、子育て世帯への経済支援について
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1 坐舌困窮世帯へα^斉支援について

生舌困窮者に対する劃爰については、生測呆護の申請到寸をはじめ、生活困窮者自立劃濁去1こ基づく自立相談支

援事業、家言做善支援事業及びイ主居剛呆ま創寸金の卦合などを実施している。

長崎市の1呆護率については、平成25年度の3.19%をピークに減少沸頁向にあり、近年ば約3%で推移している。

令和2年度における生剛呆護の相調牛数は、 4月及び8月から翌年1月までの約半年間(2ページ参照)について

は、前年同削河とι嫩すると増加しているものの申調牛数自体1こ大きな変化は認めら村よい。

一方、自立相談支捌幾関に寄せられるキ目調牛数やイ主居剛懸創寸金の申調牛数は、同矧寸金の劃牛緩和(5~6ぺ

ージ参照)もあ.り、コロづ禍になる前と↓嫩して増力叶頁向にある。

(1)生活保護の動向

ア保護受¥合者数等の推移
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保護受給者数等の推移
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9,587 世帯

令和元年度

年度

9,492 世帯

※各年度の数値は、年問平均値(保護率=被保護人員/人口)

保護率
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ウ生舌保嵩H調牛数の推移
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(2)生活困窮者に対する相談支援体制について

事業名

ア自立相:炎支援事業

イ家計改善支援事業

ぐ

(3)坐舌困窮者自立キ靡炎支援事業の実領

【劃爰者掬

・劣舌困窮、就職(増収も含む、)、住宅、医療など

に関する相談支援

・住居確イ懸合イ寸金の相談・受付

内容

2訊川

・家計管理制責務整理等に関する支援

・生活;餅止資金等の貸し付けあっせん

2000

1500

1000 ーー'{'ーーー{一ーーー{一ーーフ65-'ーーーーーーー'

jご壷ごご11■1111,1_1に111ご、1■、1_1ごご
500

(令ネロ3年3月末時鳥

1月~3月

380人

業務委託

【委託先】

長崎市社会樹止協議会

相談員等9名を酉遣

(主な所持資格)

・社会;尉止士

・キャリアカウンセラー

・ファイナンシャル・プランニ

ング技能士

0

実施方法

H30H29 RI

廉新規支援者数(/0

令和2年^劃湊者2,277人のうち、コロナ関連の相i緒は1,423A、

令和3年度(5月末時点J でd削悶訓爰者362人のうちコロナ闘皇刀キ且談者は 231人。(

新規支援者数(人)

H28

(4)イ主居剛呆キ創寸金の申請撹兄

ア令ネロ2年度イ主居剛呆ゑ創寸金の相談・申請者数等

37人

1,1 88件

116人

56人

(うち再支給24A)

809-ー~ーーーーーーー854-~.ーーーー、ー.ー.ー

・ 3 ・

(令ネロ3年5月邦見在)

月

延べ

相副牛数

計

227フ

※相談人数

4月~6月

申請者数

2,353件 5,807件

623人

※相談人数は、具体的な申請の相談力ゞあった人凱

338人

7月~9月

223人

R2

1,344件

10月~12月

116人

R3

64人

922件

、

53人
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イ令和2年度イ主居瑠絲創寸金の申請理由内訳

◎捌収入減

申請理由

@糊哉・1完業

③自営収入減

【参考】令ネロ3年度イ封書確1呆キ合f寸金の相談・申請者数等と申請理由内訳

人数

計

1 84人

延べ

相調牛数

132人

月

64人

※相談人数

380人

コロナ関連

コロナ上桝

4月~5月

申請者数

備考

計

(令和3年3月末時劇

658件

※相言炎人数は、具体的な申請の相談力ゞあった人数

ウイ主居剛黙創寸金の支榔贈移

广

269人

67人

55人

(うち再支給32人)

【申請理由内調

⑪鋤収入減

@蹴職・廃業

③自営収入減

111人

380人

年度

ず

H 2 1

備考

H 22

(令和3年5月末時点)

H 2,3

コロナ関連

計

卦合対象者数

コロナ上汐トイ

H24

2 1人

2 1人

1 3人

H 25

62

H 26

計

222

55人

H 27

1 92

H 28

延卦合月数

1 54

38人

H 29

1 7人

69

55人

1 97

H 30

80

997

RI

(見込)R2

71

787

※.餐口3年度については、当初予算額 90ρ40千円を計上。
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63 1
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1 85
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【参考 1-1】住居確保給イ寸金の支給要件

卦合刻象者

川寓鵬・1発業'俵2年以内の者

支・給要件

②

で減少し

《訓112)ともに支ネa対象者は生き1※轡諸であることを要件とする。

を響る

<

a)収入要件:市民チ兇1句等害蜷肋剖糟矯兇となる収入額のν12。

②資産劃牛:世帯の〒愈〒金の合三1額力ゞ上詔1め6月分を超えないこと。

③求職要件:誠実力、つ熱Dに求職舌動を行うこと。

支給期間

※1

※2

収入要件

が

ア

原貝113か月(求職舌動を誠実に行っている場合は3か月ごとの延長力甸能で最長

9か月まで)

◎たオごし令和2年度判こ窮観申請した者については最長12か月まで。

「支給対象者」臥創よ令和2年4月20日から適用。

過去の受給者であっても令和3年9月末までに申請があ扣'3か月間の再支給力何能

と両

人のにすべき理由・当

兄にある者

世帯人数

1人

2人

人の割抄、によらない

3人

(

4人

イ資産要件

5人

収入基準額D

6人

,

81,000円

世帯人数

1 23,000円

1 57,000円

1人

1 94,000円

2人

232,000円

ウイ主居剛縣合付金の月翻艮度額

3人

269,000円

4人Lユ上

〒酬宇金のβ艮度額

(収入基隼^罵DX6)

世帯人数

β艮度額

486,000円

1人

738,000円

36,000円

942,000円

1,000,000円

2人

43,舶0円

3人~5人

47,000円,

,6人

・ 5 ・

50,000円

7人Lユ上

56,000円



】住居確保給イ寸金の支給要件の主な見直し【参考 1-2

令和2年4月

時

イ痢2年4月20日

期

1日

種類

省令施行

省令撫テ

年齢到牛(65歳未;樹の1削奔

イ主居剛黙創寸金の支給対象者が給与恢入の減収及て噺木業等により収入力ゞ

減少した者まで拡大

【具体例】

・フリーランスや自営業者について事業を廃止した場合と同審呈度の状

況であれば対象

内

(令ネロ2年4月20日串^扱問答)

・雇用により就業している者で謝勝日数や勤務時間が減少し離職したの

と同程度にある場合は対象

(令和2年4月20日事^及問答)

・外国人留学生も生計繼諸で収入到牛、資産到牛を満たせば対象

(令和2年4月28日事^扱問答り

・内定耽肖を受けた学生は、生計繼寺者で収入要件や求職舌動等の各種

要イ牛を満た,場合であれば対象

(令和2年4月28日事1類又扱問答)

令和2年4月30日

容

令和2年6月8日

令和2年6月12日

令和2年7月3日

省令旛子

イ痢2年12月25日

通

公共職業安定F斤(ハローワーク)による求職舌動要イ牛の緩和

知

通

令和3年2月

初回申請時のキ艮拠資半kD見直し及ひ庭長申請時等の審査事務の簡剛ヒ

知

省令楓子

社員寮について賃貸借契約α珠緜吉の他、支給到牛を満たせぱイ主居剛舞合

付金の卦合刈象

令和3年4月

1日

省令掴テ

収入基準額及ひ家賃上β艮額を超過した場合の支給額の算定方;去の見直し

令和3年6月11日

1日

省令棚テ

令和2年度中の剰親申請者に限って、支給期問を9か月から12か月と

する見直し

省令施行

イ主居硲呆き創寸金の支給終了者に要件を満たせば 3か月間の再支給を可

能とする見直し・・・再ゑ正長1回目(申請期限令和3年3月31日)

イ主居硲懸創寸金の支給終了者に要件を満たせば、 3か月間の再支給を可

能とする見直し・・・再ゑ正長2回目(申請期限令ネロ3年6月30日)

省令施行

イ主居硲呆ま創寸金の支赤畿了者に要件を満たせば 3か月間の再卦合を可

能とする見直し・・・再1正長3回目(申請期限令和3年9月30日)

令ぎ口3年9月末までにイ主居剛呆ま創寸金の申請があった場合は、特価1とし

て1哉業.副1髞受講樹寸金とのイ辯合を可能とする見直し

、 6 、



【参考 2】ながさき就職支掬レームについて

長崎市においては、,,1勳局と連携し、主に劣割呆護、児童扶養手当及びイ主居確イ騒合イ寸金を受給されている方の就

労支援を行うため、平成26年9月に長埼市1野斤別館内に長崎,公共職業安定所(ハローワーク長崎)の常三舵口(なが

さき就職支援ルーム)を設置している。

(1)事業内容

1 ハローワークと市の関イ系者がチームとして連携する支

闘系者が同じ方向性で協力して支援し、効果的に就職舌動を進める。

ぐ

2 マンツーマンでの継続した支

市が選定した支援対象者に対して、ハローワークの専任職員が本人の希望、能力、適性等に応じて、職業紹介

や職糊11練の斡旋等、マンツーマンでの体系的ナよ支援を行う。

、

3 懇切丁寧オよ専門的サボート支

応傷害ま貢の添削1旨導、面接の練習等の支援を行う。

4 支援期問につい

6か月の支援期間を設け、就職を目指す。

(2)な力ξさき就職支棚レームの利用者及て隙韻哉者の推移

利用者

平成26年度

(9月開調

京棚哉者

96

平成27年度

49

1 44

平成28年度

1 09

1 30

平成29年度

92

1 38

平成30年度

90

1 97

令和元年度

1 1 1

(単位:人)

209

令和2年度

1 27

203

90

・フ・



2 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金矧寸事業について

新型コロナウイルス感劉圭生活困窮者自立支援金給付事業費 1 58

(1)概要

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化していることに伴い、国において{ば生活に困窮する世帯に対して緊急、小口

資金等の矧列貸付などによる支援を行ってきた。一方で、困窮世帯のなかには、すでに劃寸3艮度額1こ達している世帯や

き儉福祉協議会からの再劃寸を不承認とされた事例もあることから、このような世帯に対して〒尤労による自立を図るた

め、または、それ力ゞ困鋤よ場合には円滑に生;謝呆護の受給へつなげるために、新型コロナウイルス感染症坐舌困窮者自

立支援金(以下噛立支援金」という。)を支給するもの。

なお、当該事業にっいては、事務を効率a肋つ迅速に実施する必要があることから緊急、小口資金等の矧,"鮒沸1度に

つぃて熟知しており、捌以するイ主居剛絲割寸金等の事務を行う長崎市之絵、言祉協議会に委託して実施する。

0
(2),事業内容

自立支援金は、以下のすべての要件を満たす者に対して凌給する。

(以下、教育厚生委員会資料からの抜粋)

支給対象者

次のいずれかに該当する者であること。

(ア)糸急合支援資金の再劃寸を借り終わった世帯。

(イ)乱急合支援資金の再貸寸が令和3年8月までに借り終わる世帯。

(ウ)総合支援資金の再焦寸力坏瀦忍となった世帯。

生計維持要件

727千円

収入要件

申請日の属する月において、その属する世帯の生計を主として紺寺している者であること。

申請日の属する月における申請者及び当該申請者と同一の世帯1こ属する者の収入を合算し

た額力浦民1党1句等害廠のヲ乕籍兇となる収入額のν12の額(以下陛準痢という。)及て性

活保讃去に基づく住宅扶助基準額を合算した額L父下であること。

【参考】単身世帯:117,000円(,駅税収入月額 81,000円十住宅扶助基準額 36,000円)

2人世帯:166,000円(,怖黙兇収入月額 123,000円十住宅扶助基準額 43,000円)

3人世帯:2叫000円(,乕暑兇収入月額朽7,000円十住宅扶助基準額 47,000円)

資産要件

求職

要

申請日における申請者及び当該申請者と同一の世帯に属ずる者の所有する金融資産の合計
客肋塩準額の6か月分以下であること。・(ただい00万円以下)

活動等

件

次のいずれかに該当する者であること。

伊}ハローワーク等での求職舌動を行うこと。

{イ}生矧呆護の申請を行っていること。

、 8 、



(3) 支給額及て叉支給期間

支給額

支給期間

単身世帯:月6万円、 2人世帯:月8万円、 3人世帯以上:月10万円

備

(4)

令和3年7月以降の最大3か月伸請到寸は令和3年8月末まで)

考

補正額

イ主居剛署創寸金、ひとり親世帯臨剛寺別矧寸金及びイ即斤1昇子育て世帯坐舌支援持別矧寸金と
のイ辯合は可能

区分

扶助費

予算額(千円)

委託費

1 56,000

人件費

(5)

【対象世帯】 650世帯

@ 60,000円X 3月X 250世帯
@ 80,000円X 3月X 150世帯
@100,000円X 3月X 250世帯

合計

計

〔

2,290

財源内訳

事業費

【到寸事務委託費1令和3年6月下旬~9月(予定)

自立支援金到寸事務(3名配置予定)

内

437

1 58,727

158,

※1

※2

千円

727

【会き繹度任用職員】

1名分令和3年7月~9月(3か月)

新型コロナウイルス感染症セーフティネッ阿剣ヒ刻寸金:10/10

雇用保険料個人負1旦金

国庫支出金※1

訳

45,000,000円
36,000,000円
75,000,000円
156,000,000円

千円

1 58,フ.26

県支出金

財

千円

源

地方債

内 訳

千円

その他※2

千円

・゛懇木原

千円

・ 9.
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゛

考】

緊急小口資金及て欝冶支援資金の告嘘について

(1)緊急小口資金

項目

貸イ寸対象者

緊急かつ一時的な生計繼寺

のための劃寸を彪要とする

イ麻斤得世帯等

貸付上限

本 貝11

据置期間

※世帯員の中に個人事業主等がいること等のため、収入減少により生舌に要する費用力坏足するとき

(2)総合支援資金

償還期限

10万円以内

4割馴胎置

の波少があり、緊急かつ一時的な生計繼寺のための貸付を必

コロナウイルス

要とする世帯

2月以内

項目

12月以内

倒ネ令和3 8月

貸イ寸對象者

2

」生以内

令和4年3月末以前に償還時期力翊床する予定の貸付に関して

は、令和4年3月末まで延長

の他の

に伴う

イ即斤得世帯であって、収入

の減少や失業等により生活

に困窮し、日常生活の縮寺

が困難となっている世帯

20万以内

本

受け

10万円以内

貝11

貸付上限

で

個人

(2人上ユ上)

月20万円X3月以内

=60万円以内

(単身)

月朽万円X3月以内

=45万円以内

により収入

据置期間

樹例胎置

※の

等により生活に困窮し、日常生活の維持が困難となっている

世帯

コロナウルス

2年L1内

償還期限

剛ネ^】3 8月まで

償還免除について

(1)(2)の貸イ寸対象者て償還時において、イ主民チ拶隈税世帯の場合は償還を免除することができる。

【以下の資金の1験ゑごとに判定し免除】

・令ネロ3年度又は令ネロ4年度のイ主民チ拶乕籍兇{j:}^^、ノ」.、ロ^1^・・・・・・ ..

令和3年度又は令ネロ4年度のイ主民1拶蠏税僻論劃爰資金(初回貸付分)・

令和5年度のイ主民税,駅税僻拾劃髪資金艇長貸付分) ....

令和6年度4)f主民税,駅税僻恰支援資金(再笥寸分) .....

J

6月以内

の

同左

艇長・再貸,付あり)

延長申請は儒口3年6月末まで力棚B艮

10年以内

受1

」生以内

令和4年3月末以前に償還時期力倒床する予定の貸付に関して

は、令和4年3月末まで延長'

収入の減少や失業

10 ・

」旦里塾

、、

夫
,
ー

【



2 自立測憂金の対象者の考え方

自立支援金までα力流れ

匪i亜
緊急小口資金

項目

厩亘亜
総合支援資金(初國

ノ゛ r7'

学校等αH木業、個人

事業主等の特例の

場合

その他の場合

匪亙亜
総合支援資金住正尉

要件

厘亙亜※
総合劃爰資金(再釧寸)

2人Lユ上世帯

単身世帯

第 1 卿盲"

2.0万円以内

2人Lス上世帯

単身世帯

新型コロナウイルス,感^

生活困窮者自立支援金

10万円以内

2人Lユ上世帯

単身世帯

第詐"'

風

※今回の自立支援金は、原則として令和3年5月末までに(第4段階)の稔合支援資金(再劃寸)の申請まで至った世帯が対象

3人Lユ上世帯

2人世帯

単身世帯

月20万円X3月以内

月15万円X3月以内

第3段階

,
」

第4段階

月20万円X3月以内

月15万円X3月以内

冒
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3 対象者への周知方法

①6月下旬随時受付開始

・支給対象者への申請書等の発送

・長崎市及び社会福祉協議会のホームページへの掲載

②8月31日申請締切

4 緊急小口資金及び総合支援資金の特例貸付に係る貸付の状況

(令和2年3月25日~令和3年5月末)

緊急小口資金

相談

(件)

貸付

(件)

5,741

金額

(千円)

3,フ79

16,101

総合支援資金

(延長・再貸付を含む)

相談

(件)

716,610

8,657

貸付

(件)

1,641,566

4,026

金額

(千円)

4,07フ

11,841

、

2,146,100

相談

(件)

8,684 4,626,383

貸付

(件)

ロ・

9,767

金額

(千円)

フ,856

27,942

(長崎県社会福祉協議会調べ)

2,862,710

17,341 6,267,949

、 12.
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3・大学生等における新型コロナウイルス感染症の影響及び支援制度につぃて

a)コロナ禍による学生のアルバイト収入減少や親の収入減少に関する相談件数

L-、、』、ーー、ルーーー』゛ーーL-,ーーーーーー

ぐ

②コロナ禍が原因で退学

1 ■松除^11蔀、■."ー"_'ゞ"ー
'、W、W斜,滋知."W1拠
W遜紗戸劃峨、峨捌W翻が

※長崎地域7大学へのアンケート調査結果

(令和2年度、令和3年度の延べ人数)

休学した学生数

延べ 28,719 人の学生中、 169 人

ω.6%)の学生が大学へ相談

③国の各種支援制度の周知及び活用状況 气

ア周知状況

大学ごとに「相談窓口」、 rH PJ、「メール」、「掲示板・電子掲示板」などを活用し、

国の各種支援制度を周知している状況。

イ主に活用されている支援制度

コロナ禍の影響に関して主に活用されている支援制度は「高等教育の修学支援新制度」

④大学独自の支援制度

大学ごとに支援制度は異なるが、「授業料の納期限延長・猶予」を中心に、下記の独

自の支援が行われている状況。

ア授業料の納期限延長・猶予

イ授業料等免除←部免除含む}

ウ生活支援金

工給付型奨学金

(

学生総数 14,359 人に対し、

退学・休学数は 20 人(0.1%)

※長崎地域7大学へのアンケート調査結果

(令和2年度実績)

:;、t l、、+11
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【参考】高等教育の修学支援新制度・ G受業料等減免・給付型奨学金)
1 '

授業料・入学金の免除または減免と、給付型奨学金の支給の2つの支援をセットで

行うことにより、大学等で安心して学ぶことができる制度。令和2年4月より国にお

いて実施されている。

対象学校種

支援内容

対象学生

大学、短期大学、高等専門学校、専門学校

授業料等減免

給付型奨学金

申請方法

新型コロナ

による特例

住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生

給付型奨学金は年2回(春,幻在学中の.大学等を通じて日本学生支

援機構へ申.込。授業料等減免は入学時に進学先の大学等へ申込。

年額最大70万円(別途入学金も支援)

年額最大91万円

新型コロナウイルス感染症による影響で家計が急変した場合、随時

申込可能とし、家計急変後の1ケ月程度の所得で対象となるかを判

定する。

授禁劃聾減免
0 各大学等が、以下の上限額まで授茎豐簀^。減免に
要する費用を公麹から支出

般業料等減免の上限額(年罰姓即躬隈悦世帯))

内容

'

大学

短期大学

高等専門判交

入学金

国公立

約28万円

給村型曇坐金
0日本学生支援機構が各堂生重支給

専門学校

約17万円

0 学生が墜茎倭専念するため、{
堂鮪え墨墜昔置

給付型奨学金の給付額年額

授業¥1

約8万円

約54万円

約7万円

約39万円

入学金

約23万円

私立

国公立六学・矩期大学・奪門学校

約26万円

約17万円

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^1

国公立高等専門学校

約25万円

授卦1

約13万円

私立

約70万円

約16万円

剥」U

大学'短斯大学・専門学校

約62万円

高響専門学校

約70万円

給付型葬学金

を

約59万円

住民税非課税世帯

コ

のに<ナ

自宅生約35万円、自宅外生約鵠万円

住民税非課税世帯の学生の2/3又は1/3を
支援し、支援額の段差を滑らかに

^1

(

自宅生約21万円、自宅外生約41万円

自宅生約46万円,自宅外生約91万円

0

自宅生約32万円、自宅外生約52万円

^

^1 (両親.本人.中学生の宗族4人世帯の場合の目安。冨凖を満たす世帯年収は:
1尿桝^成により貿なる) 1
^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

年収目安

、

制度概要(出典:文部科学省HP)

支擾対^
0 進学醐ネ成績だ{ナで否定的な判断趙ず、レボート等で本人の
学習意欲を確認
0 六学等への進学後の学修状況に厳しし喫件

^:国又は自治体による到挑認を受けた大学等が対象
,0 学問追究と実践的教育のバラ>スカ瞰れ元大学等
0 経営に課題のある法人の設道する大学等は対象外

約270万円
俳課税)

1/3、

約300万円

1"

約380万円

14 ・

0
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【参考】新型コロナウイルス感染症により影響を受けた学生が活用できる支援措置

①高等教育の修学支援新制度
【窓口:大学等】

②生活福祉資金の特例貸付
(緊急小口資金)
【窓口:市社会福祉協議会】

C
③生活福祉資金貸付制度
(教育支援資金)
【窓口:市社会福祉協議会】

低

④住居確保給付金
【窓口:市社会福祉協議会】

⑤貸与型奨学金
【窓口:大学等】

⑥国の教育口ーン
【窓口:日本政策金融公庫】

0

0

⑦母子父子寡婦福祉貸付金
(京尤学支度資金・修学資金)
【窓口:長崎市】

0

⑧緊急特別無利子貸与型奨学金
【窓口:大学等】

0

0

⑨新型コロナウイルス感染症対
応休業支援金・給付金
【窓口:厚生労働省】

0

⑩雇用調整助成金・緊急雇用安
定助成金の特例措置※
【窓口:厚生労働省】

⑪貸与型奨学金返済支援
【窓口:日本学生支援機構】

0

0

⑫奨学金代理返済
【窓口:日本学生支援機構1

0

0

⑬地方創生返還支援
【窓口:長崎県】

0

※⑩にっいては、学生が申請するものではなく、アルバイト先等の事業主が申請を行う。

0

0

0

0

0

0

、 15.
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'

2 子育て世帯への経済支援について

1)新型コロナウイルス感染症に伴う「生活を守る」関連の支援(令和3年度実施分)

ひとり親家庭

分野

1)

子育て世帯生活

支援特別給付金

【ひとり親世帯分}

種別

(

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得のひとり親子育て世帯に対し、その実情を踏まえた生活の支援を行う観

点から、食費等による支出の増加の影響を勘案し、子育て世帯生活支援特別給付金を支給する。

【対象者】

①令和3年4月分の児童扶養手当受給者

②公的年金給付等を受けていることにより令和3年4月分の児童扶養手当の支給を受けていない者(児童扶養手当に係る支給制限

限度額を下回る者に限る。)

③令和3年4月分の児童扶養手当の支給を受けていないが、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急、変し、直近の収入

が、児童扶養手当の対象となる水準に下がった者等

【支給額】 50,000円/児童

【支給期間】令和3年5月~令和4年3.月

子育て家庭 2)

子育て世帯生活

支援特別給付金

(その他世帯分)

令和3年8月以降

支給予定

その実情を踏まえた生活の支援新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得のふたり親等その他子育て世帯に対し、

を行う観点から、食費等による支出の増加の影響を勘案し、子育て世帯生活支援特別給付金を支給する。

【対象者】

ア所得要件

①令和3年度分の市民税均等割が非課税であること

②令和 3年度分の市民税均等割が課税の場合、令和 3年1月以降に家計が急変し、申請者及び配偶者が市民税均等割非課税水準未満で

あること

イ養育要件

①令和3年4月分の児童手当・特別児童扶養手当受給者

②令和3年5月から令和4年3月までのいずれかの月分の児童手当・特別児童扶養手当を新規(額改定も含む)に受ける者

③令和3年3月31日において、平成15年4月2日~平成18年4月1日までの間に出生した児童を養育する者、または、令和3年4月

以降に新たに当該児童を養育するに至った者(高校生のみを養育する者)

【支給額】 50,000円/児童

【支給期間】令和3年8月~令和4年3月

( ひとり親家庭

概

③

高等職業訓練促

進給付金

(拡大分)

要

【6 号補正(5月)1新型コロナウイルス感染症の問題が長引く中で、影響を受けやすい非正規雇用労働者等を中心に雇用や生活への影響が続いている状況を

勘案し、国が令和 3年度に母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令等を改正し、高等職業訓練促進給付金と高等職業訓練修了支援給付金の支

給対象者や支給対象期間の拡充が行われたことから、長崎市においても同様に支援を拡充する。

【対象者】次の①と②のいずれにも該当する母子家庭の母又は父子家庭の父
①児童扶養手当の支給を受けている者又は同等の所得水準にある者

②国が指定する養成機関において1年以上のカリキュラムを修業し、対象資格の取得が見込まれる者
【対象資格】就職の際に有利となる資格であって、養成機関において、修業する資格

{例}看護師、准看護師、保育士、介護福祉士等

【支給額】非課税世帯 100,000円/月、課税世帯 70,500円/月※最終年度加算 40,000円/月

【拡充内容】ア令和3年度の限定的な拡充

(令和3年4月1日から令和4年3月31日までに修業を開始するものが対象)
①養成機関において6月以上の修業に対象拡大

②情穀通信関係等民間資格も対象
イ令和3年度以降も継続する拡充

T准看護師」から引き続き「看護師」の資格を取得する場合には、3年問の支給上限が4年間に変更

46,475 千円

(国 3/4、市 V4)

133 件

口号補正(4月)

専決】

317,750 千円

(国 10/1の

(参考)

当初予算を含めた

総額

2,.963 千円

27件

予算

令和3年度

実績(R3.6時点)

6,355 人

・ 16 ・

287,800 千円

執賃室^

【6 号補正(5月)】

(参考)

当初予算を含めた

総額

80,217 千円

183件

362,500 千円

(国 10/1の

5,756 人

支給見込み

フ,250 人

491 千円

執行杢'」^

4件



,

(参考)長崎県で実施予定の生活支援

ひとり親家庭

分野

償還免除付ひと

り親家庭住宅支

援資金貸付

種別

2)新型コロナウイルス感染症に伴う「生活を守る」関連の支援(令和2年度実施分(一部令和3年度も実施))

就労を通じた自立に向けて意欲的に取り組んでいるひとり親に対し、就労に資する住宅の居住を促進する観点から、住居の借り上げに必要となる資金の無利子貸
付制度を創設し、安定的な就労につながった場合(1年間の就労継続後)に貸付金の償還を一括して免除する。(負担割合は、国9/10、県ν1の

【対象者】児童扶養手当受給者(同等の水準の者を含む)であって、母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでいる者
【貸付内容】①貸付額:入居している住宅の家賃の実費

【上限:40,000円/月】を貸付(原則、 12 か月)

②償還期限:都道府県知事等が定める期問

③利息、:無利子

妊産婦

分野

(

1)

子育て応援特別

給付金

種別

子育て家庭

新型コロナウイルス感染症の流行により、妊産婦は日常生活等が制約され、自身のみならず胎児・新生児の健康等について、強

い不安を抱えて生活している状況にあることから、妊産婦とその子育てを応援するため、特別定額給付金の対象とならなかった令

和2年4月28日以降に生まれた子どもを対象に、県の補助制度を活用し市独自の給付金を支給する。

【対象者】令和2年4年28日から令和3年4月1日までに出生し、申請日時点で長崎市の住民基本台帳に登録されている子ども

【支給額】100,000円/児童(他都市からの転入者で類似の給付金を受給している場合は、100,000円を上限に既受給額との差額

を給付する)

【申請期問】令和 3年5月31日まで

・ 17 ・

2)

子育て世帯への

臨時特別給付金

ひとり親家庭、

小学校等の臨時休業等により新型コロナウイルス感染症の影響を受けた子育て世帯を支援するため、児童手当(特例給付は除く)

を受給する世帯(0歳~中学生のいる世帯)に対し、臨時特別給付金を支給する。

【対象者】令和2年4月分(3月分を含む)の児童手当の受給者。(特例給付を除く)

【支給額】 10,000円/児童(1 回限り)

【支給期間】令和2年6月~令和3年3月

③

ひとり親世帯

臨時特別給付

金

(再支給含む)

概

ア基本給付

6,270 人

イ追加給付

1,831 世帯

ウ再支給

アと同じ

要

新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担う低所得のひとり親世帯については、子育てに対する負担の

増加や収入の減少などにより特に大きな困難が心身等に生じていることを踏まえ、こうした世帯を支援するため、臨時特別給付金

を支給する。

【対象者】①令和2年6、月分の児童扶養手当受給者

②公的年金給付等を受けていることにより児童扶養手当の支給を受けていない者(児童扶養手当に係る支給制限限

度額を下回る者に限る。)

③新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計が急、変し、直近の収入が、児童扶養手当の対象となる水準に下がっ

た者等

【支給額】ア基本給付

イ追加給付

ウ再支給

【支給期間】ア及びイ

ウ

概 要

50,000.円/世帯、第 2子以降 30,000円/児童を加算

50,000円/世帯(対象者の①と②のみ)

アと同じ

令和2年8月~令和3年3月

令和 2年12月~令和 3年3月

令和3年度

訂1 号補正(9月)】

234500千円

(県 V2、市 V2)

予算

令和2年度

今後実施予定

実績

218,450 千円

執行室^

2,345

【4号補正伍月)

専決】

480,000 千円

(国 10/1の

48,000 人

令和3年度

脇.6時点

【当初】

予算額:1,800 千円

(市 10/1の

(R3.4.1 出生)

【繰越】

予算額:25,500 千円

(県 V2、市ν2)

2,185 人

【8号補正佑月)】

【16 号補正{12月}

専決】

694,110 千円

(国 10/1の

478,930 千円

執行率:99.8%

47,898 人

ア基本給付

6,277 人

イ追加給付

3,065 _世帯

ウ再支給

アと同じ

631,飴0 千円

執行率:91.0%



、

③新型コロナウイルス感染症に伴う支援(利用料等の返還)

分野

放課後児童ク

ラブ

①

利用料の返還

種別

(

幼児教育・保

・新型コロナウイルス感染症対策に係る小学校の臨時休業に伴い、市から利用者へ自宅での養育の協力依頼をした場合に、通所を

自粛した利用者へ利用料を日割りで返還する。(令和2年度)

・新型コロナウイルス感染症の感染判明により放課後児童クラブが閉所となった場合等、新型コロナウイルス感染症を原因として

利用児童がクラブを利用できなかった場合に、事業者が当該期間の利用料を利用者へ日割りで返還した額について、事業者へ補

助を行う。'(令和2 ・ 3年度)

【対象者】新型コロナウイルス感染症を原因としてクラブを利用できなかった利用者

【補助客夏】 500円/日(児童1人当たり日額上限)

【対象期問】令和2年4月~令和4年3月

②

保育料の返還

新型コロナウイルス感染症対策に伴う保育所等が臨時休園等した場合(市町村からの登園自粛要請を含む)の保育料について、

日割り計算を行い減額し、返還する。

【対象者】保育料納付義務者(0~2歳児クラスの児童の保護者)

【対象施設】保育所、認定こども園及び小規模保育事業

ア保育所及び市立認定こども園

調定時の保育料を徴収し、欠席日数確定後翌月以降に保護者に還付する。

イ認定こども園及び小規模保育事業

調定時の額で施設が保護者から保育料を徴収し、欠席日数確定後に減額分を市から施設へ施設型給付費として支給し、同額

を施設から保護者に返還する。

【減額信十算式)】保育料X当該月の臨時休園等の日を除く開所日数÷25

④新型コロナウイルス感染症に伴う支援(支払・徴収の猶予)

(
ひとり親家庭

分野

概 要

m

母子父子寡婦福

祉資金貸付金の

償還金支払猶予

種別

幼児教育・保

新型ニロナウイルス感染症の影響により、令和2年2月以降の任意の期問において、収入が概ね20%以上減少しているなど、貸付金の償還が困難

な市民の救済のため、納期限から1年問の償還を猶予する。令和3年度は、収入が減少となる対象期間を、猶予期間の始期直前の1年問に要件を一部

変更。

【対象者】母子父子寡婦福祉資金貸付金償還者

【対象期聞】令和2年2月1日(令和元年度)~令和4年1月31日に納期が到来する債権

②

保育料の徴収

猶予

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年2月以降の任意の期間において、収入が概ね20%以上減少しているなど、保育料の納入が困難

な市民の救済のため、納期限から1年間の償還を猶予する。令和3年度は、猶予期問の始期の前日以前1年間の事業等に係る収入が、当該1年間の

直前の1年間に比べて概ね20%以上減少していることなどに要件が一部変更。

【対象者】市立及び私立保育所、市立認定こども園、市立幼稚園等の使用料、負担金の納付義務者

【対象期間】令和2年2月1日(令和元年度)~令和4年1月31日に納期が到来する債権

※令和 2年度の猶予金額のうち、1件 140千円については、 R2.12.7 に全額納付。

令和3年度分は、令和2年度に申請があり、猶予期間の延長がされたもの。

2人

【7 号補正(6月)】

18,356 千円

(国・県・市 V3)

予算

令和2年度

664千円

概

・ 18 ・

実績

11,000 千円

塾行室^

6,009 人6,11,5 人

要

令和3年度

R3.6時点

【8 号補正(6月)】

算額:9,500 千円

(市 10/1の

1人

見込; 6,275 人

歳入還付等

6,315 人

33,345 千円

22 人

令和2年度

実績

40千円

令和3年度

実績:胎.6時点

524千円

1世帯

284千円

申請なし

育

育


